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１．案件名称 

松原市居宅訪問型病後児保育事業 

 

２．業務に関する事項 

（１）事業目的と概要 

松原市は全ての子育て世帯が安心して子育てができるまちを目指している。平成

２７年４月の子ども・子育て支援新制度施行にともない、さらなる保育サービスの

充実が求められる中、本市では平成２８年４月より「居宅訪問型病後児保育事業」

の展開を計画している。 

「居宅訪問型病後児保育事業」は、保護者が就労している場合等において、児童

が病気の回復期である際に保護者による自宅での保育が困難な場合、事業者が保育

者を自宅に訪問させ、一時的にその児童を保育することにより、保護者の子育てと

就労の両立を支援するとともに、児童の福祉の向上に寄与することを目的としてい

る。 

   今般上記目的を達成するため、この事業を設置・運営する民間事業者を募集する。 

 （２）事業内容 

   本事業は児童が病気の「回復期」であり、かつ集団保育が困難な場合において、

当該児童の自宅において、一時的に保育する事業である。その他事業の詳細につい

ては、「松原市居宅訪問型病後児保育事業 業務委託仕様書」を参照すること。 

 （３）委託料 

   平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの事業委託料（一部上限額） 

基本分 ６，５８２，０００円 

利用料減額補てん分 利用料減額実績による 

   ※委託料の使途としては、人件費、事業運営費（保健衛生費、光熱費、消耗品費、

備品購入費、通信運搬費等）、保険料など。 

（４）委託期間 

   平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで 

 

３．契約に関する事項 

（１）契約の方法 

   松原市契約規則の規定に基づき、委託契約を締結する。契約内容は本市と協議の 

うえ、提案があった内容に基づき締結する。ただし本市との協議により若干の修正 

が必要な場合がある。 

  なお、契約の締結に際し、万一、応募書類の記載内容に虚偽の内容があった場合

は、契約締結をしないことがあるほか、指名停止措置を講じることがある。また、

本市が被った損害について、賠償請求を行うことがある。 
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 委託契約の締結は本事業に係る平成２８年度予算の成立を条件とする。予算が成

立せず契約締結を行わない場合に、受託予定者において損害が生じても、本市はそ

の損害について一切負担しない。 

（２）委託料の支払い 

 委託料は、事業開始当初に基本分を、四半期毎に利用料減額補てん分を支払う。 

（３）契約保証金 

  契約保証金 要 

 ただし、松原市契約規則第３０条第３号により免除する場合がある。 

 保証人 不要 

（４）再委託について 

 ア 受託者は次の各号に掲げるものについては、これを再委託することができない。 

  ①委託業務における総合企画、業務遂行管理、業務の手法の決定及び技術的判断 

   等 

  ②「松原市居宅訪問型病後児保育事業 業務委託仕様書」に記載されている業務 

イ 受託者は前項に規定する業務以外の再委託にあたっては、書面により委託者の 

承諾を得なければならない。 

  ウ 受託者は、業務の再委託に付する場合、書面により再委託の相手方との契約関

係を明確にしておくとともに、再委託の相手方に対して適切な指導、管理の下

に業務を実施しなければならない。 

    なお、再委託の相手方は、松原市の指名停止期間中の者、又は松原市暴力団排

除条例に定める暴力団員又は暴力団密接関係者に該当するものであってはな

らない。 

（５）その他 

   契約締結後、当該契約の履行期間中に受託者が松原市暴力団排除条例に基づく入 

札等除外措置を受けた時は、契約の解除を行う。 

  委託契約事項を遵守しないなど、当該事業を継続させることが適当でないと本市

が認めるときは、委託を取り消すことがある。この場合、受託者の損害に対して本

市は賠償しない。また、取り消しに伴う本市の損害について、受託者に損害賠償を

請求することがある。 

 

４．応募資格 

次の各号に定める内容をすべて満たす法人でなければならない。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ていないこと。 

（２）応募法人及びその関係者が、松原市暴力団排除条例に定める暴力団員又は暴力

団密接関係者に該当していないこと。 
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（３）申請の日の属する事業年度の前２事業年度における、法人税、法人市町村民税

（東京都の場合は都民税）、消費税及び地方消費税を完納し、滞納がないこと。 

（４）松原市の指名停止措置を受けていないこと。 

 

５．欠格事項 

次の各号のいずれかに該当する法人は選定を受けることができない。 

（１）役員に次の各号に該当する者がいる法人 

ア 破産者で復権を得ない者 

 イ 松原市暴力団排除条例に定める暴力団員又は暴力団密接関係者 

 ウ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり又は執行を受けることがなくなっ 

た日から２年を経過しない者 

 エ 公務員で懲戒免職の処分を受け、その処分の日から２年を経過しない者 

（２）民事再生法、会社更生法の適用を申請した法人 

 

６．スケジュール 

・募集要項配布開始  平成２７年８月１０日 

 ・説明会       平成２７年８月１２日 

 ・質問締め切り    平成２７年８月１７日 

 ・質問への回答    平成２７年８月２０日 

・申請書類受付開始  平成２７年８月２４日 

 ・申請書類受付締切  平成２７年８月２８日 

 ・選定結果通知    平成２７年１１月初旬 

 ・事業開始      平成２８年 ４月１日 

 

７．応募手続き等に関する事項 

配布・受付等にあたっては、いずれも土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に 

規定する日は行わない。 

（１）募集要項の配布 

 ア 配布期間：平成２７年８月１０日から平成２７年８月２７日 

         午前９時から午後５時まで 

 イ 配布場所：松原市福祉部子ども未来室 

（２）質疑 

  質問がある場合は、「質問票」（様式６）に記入し、平成２７年８月１７日午後５

時までに、松原市福祉部子ども未来室に書面により提出するか、ＦＡＸで送信する

こと。なおＦＡＸで送信する場合は、送信後にその旨を松原市福祉部子ども未来室

まで電話にて連絡すること。 
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回答は平成２７年８月２０日午後５時までに、説明会に参加した全法人及び質問

票を提出した全法人にＦＡＸで送信する。なお平成２７年８月１７日以降に募集要

項を配布する法人については、質疑応答の内容を書面にて配布する。 

（３）申請書の提出 

   申請に必要な書類を添付して、次の期間内に松原市福祉部子ども未来室に持参す

ること。書類確認に約１時間程度を要するため、あらかじめ来庁日時を電話により

予約すること。郵便、ＦＡＸ、電子メール等による受付は行わない。  

  ア 提出書類 

    書類については、次表に掲げる書類を、正１部、副８部（副は複写可）の計９ 

部提出すること。 

（１）松原市居宅訪問型病後児保育事業応募申請書 様式１ 

（２）松原市居宅訪問型病後児保育事業応募申請にかかる誓約書 様式２ 

（３）法人の登記事項証明書（直近のもの） 原本 

（４）法人概要 様式３ 

（５）保育事業等（病後児保育を含む）の実績（任意） 様式４ 

（６）法人定款又は寄付行為 任意様式 

（７）直近２事業年度の事業報告書、財産目録、賃借対照表、損益計算

書、監査報告書 

任意様式 

（８）法人役員の名簿及び履歴書、評議員会を設置している場合にはそ

の名簿 

任意様式 

（９）居宅訪問型病後児保育事業実施計画書及び収支予算書 様式５ 

（１０）印鑑証明書（申請者が登録している印鑑で、提出日において発

行の日から３か月以内のもの） 

各種証明

書（原本） 

（１１）法人税、法人市町村民税（東京都の場合は都民税）、消費税及

び地方消費税の納税証明書（提出日において発行の日から３か月

以内のもの。非課税の場合は「非課税証明書」。直近２年度分。） 

  イ 提出方法 

   ①Ａ４縦型フラットファイルに添付書類を含めて綴じて下さい。Ａ４サイズ以外

の書類については、Ａ４縦型サイズに折りたたんで綴じて下さい。 

   ②フラットファイルの表紙と背表紙に法人名を表示して下さい。 

③提出書類を前項記載の順に綴じて下さい。書類ごとにインデックスをつけてく 

ださい。インデックスには書類の名称を記入して下さい。 

  ウ 提出期間：平成２７年８月２４日から平成２７年８月２８日 

          午前９時から午後５時まで 

  エ 提出場所：松原市福祉部子ども未来室 

  オ 応募上の注意事項 
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  （ア）申請書を提出する際は、提出書類に加え選定結果通知用封筒一式（長形３号 

封筒に選定結果通知の送付先を明記し、特定記録郵便相当の切手（２４２円） 

を貼付したものを一通）を提出すること。 

（イ）提出期間終了後の申請書類の再提出及び差し替えは、原則として認めない。 

  （ウ）申請に要する経費は、申請者の負担とする。 

  （エ）法人から提出された事業実施計画書等申請に係る書類の著作権は申請法人 

等に帰属する。ただし、本市は、受託者の決定の公表等に必要な場合には、 

事業計画等の内容を無償で使用できるものとする。また、提出された書類に 

ついては、松原市個人情報保護条例の規定に基づき非公開とすべき箇所を除 

き、公開されることがある。なお、提出された書類については返却しない。 

  （オ）申請書類を提出した後に辞退する際には、辞退届を提出すること。 

（カ）申請後に松原市の指名停止措置又は松原市暴力団排除条例に基づく入札等除 

外措置を受けた者の申請は無効とする。 

 

８．選定に関する事項 

受託者の選定については、居宅訪問型病後児保育事業選定委員会において、応募書 

類により事業内容を審査のうえ本市が決定する。 

（１）審査方法 

 ア 審査項目等に基づき、書類審査を行う。 

 イ 審査項目等に基づき申請者にヒアリングを行うことがある。ヒアリングの日時

については後日連絡する。 

 ウ ヒアリングにあたっては、法人の概要の説明ができる者及び実際に本事業に携

わる者が出席すること。 

（２）審査基準等 

  審査は、次に示す観点から、総合的に公平かつ客観的な審査を行うものとする。 

 ○法人等の安定的・継続的な運営【１０点】 

  ・財政状況 

  ・運営状況 

 ○居宅訪問型病後児保育事業の趣旨・目的の理解・事業全般についての良好な実績

（見込み）【１０点】 

 ○居宅訪問型病後児保育事業の円滑で良好な運営【３０点】 

 ・事業所の状況 

・安全対策 

・保健衛生 

○居宅訪問型病後児保育事業の円滑で良好な運営【５０点】 

   ・運営計画 
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   ・収支計画 

（３）失格事項 

  次の要件に該当した場合は、選定審査の対象から除外する。 

 ア 選定審査に関する不当な要求等を申し入れた場合 

 イ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

 ウ 提出期間内に提出書類等が提出されなかった場合 

 エ 本募集要項に違反又は著しく逸脱した場合 

 オ その他不正行為があった場合 

（４）選定結果の通知及び公表 

  選定結果については、申請者に文書で通知するとともに、本市ホームページで公

表する。 

 

９．担当課 

 松原市福祉部子ども未来室（管理係） 

 住所：松原市阿保１丁目１番１号 

 ＴＥＬ：０７２－３３７－３１３４ 

 ＦＡＸ：０７２―３３４－５９５９ 

 電子メール：jidou@city.matsubara.osaka.jp 
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